


































根拠があるとした1995年の先例1)の見解が踏襲 され、合憲 との判断が下 されている2)。
　このように法律婚尊重主義を採用しているわが国の民法を前提 とする限 り、わが国の法制度











険者の生前、その者 と一体化 した生活を営んでいたのか とい う点や、その者の所得に依拠 した




償における 「配偶者」 とは、「組合員 との関係において、互いに協力 して社会通念上夫婦 とし





















は、①の 「処分取 り消しの訴え」か、③ 「無効確認の訴え」 となる。なぜなら、②の 「裁決取




処分を しないことの違法性を争 うものであることから、不支給処分 とい う処分を得ている以上、
これに基づいて訴訟を提起することもまた不可能だからである5)。従来の裁判では、 この うち
もっぱら処分取消しの訴えが利用されてきた。
　処分取 り消 しの訴えとは、一応は有効 とされている違法な行政処分につき一定の利害関係を
有するものが(行 政事件訴訟法9条1項)、 処分または裁決のあったことを知 った日から原則
として六ヶ月以内に提起するものであるとされ、正当な事由がない限 り裁決の 日から一年を経



















起を認めることの妥当性は、原告適格や訴えの利益な どの訴訟要件充足性 とい う形式的観点の


























算年金通則法上の 「配偶者」 とは原則 としては 「戸籍上の配偶者が遺族厚生年金の受給権者 と










　次いで争点② については、死亡した被保険者 と法律婚上の妻 との別居の経緯 ・別居期間 ・経
済的依存の状況 ・言動等の認定事実に基づき、社会保険庁長官が死亡 した被保険者 と法律婚上
の妻 との 「婚姻関係が全 く形骸化 し、事実上の離婚状態にあるもの と判断せず」、法律婚上の
妻を 「本件各遺族給付の給付対象者たる配偶者 と認め、原告を上記配偶者 と認めなかったこと
について重大かつ明白な暇疵があるとは認められない。」 と述べた。 さらに争点③に対 しては





係の実態 と重婚的内縁関係の実態 とを比較して決すべきものでない と解するのが相当であ」る。
「そして、遺族年金等の給付が遺族の生活保障のための性格を有 していることに照 らす と、そ
の支給に関する決定は速やかになされる必要があると解される」。 よって、まず戸籍上の配偶
者について 「婚姻関係の実態を調査し、なお不明な点がある場合には内縁関係にある者に対し
ても調査を行 うとしていること」には合理性があ り、本件において 「社会保険庁の担当者らが














であるが12/、法律婚尊重主義を建前 とし、事実婚の妻 と法律婚の妻 との間での配分的な解決13)
を認めない現在の法制度、および、実質的な夫婦関係は希薄化していても形骸化が断定できな














する者」 とは判例上、「当該処分により自己の権利若 しくは法律上保護 された利益を侵害され、












従来の判例 ・学説上では、無効な行政処分 と単なる違法を有する取消すべき行政処分 とを実体
的な観点から区別するために、当該行政処分に 「重大かつ明白な暇疵」がある場合に限 り、当














































た訴訟28,である。この事案では、原告が6年 間にわた り国籍回復許可処分のあることを知 りつ
つ、これを利用して 日本人 として行動してきた事実が信義に反するものであ り、無効確認訴訟
が認められないか否かが問題 となっている。裁判所は、原告は 「許可申請書の作成に全 く関与
してお らず」、申請をした父親の 「盲愛に引ぎずられて、暫 く既成の事実に目を閉じる心境に





る訴えを行った後 これを取 り下げた上で、再度、無効確認訴訟を提起 した事案29)がある。この
事案では 「原告の訴願取消を以て村農地委員会の異議棄却の決定に服し買収計画の正当性を承




分 とい う、最高裁の言 うところの 「処分庁の認定につき、処分の成立当初から誤認であること
が外形上、客観的に明白である場合」に該当し得ると考えることが可能であ り、また、訴えの










































簡易迅速な解決を目指 して審査請求前置主義が取 られてお り32/、法的安定性を図ることが指向
されていること。また、仮に無効確認訴訟の提起を認めると、すでに遺族年金を受給している
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　　大かつ明白な暇疵 というのは 「処分の要件の存在を肯定する処分庁の認定に重大 ・明白な暇疵がある
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